
令 和 3 年 5 月 2 6 日 

都市整備政策部都市デザイン課 

 

 世田谷区高齢者、障害者等が安全で安心して利用しやすい建築物に関する条例の一部を

改正する条例 

 

 

１ 改正理由 

    高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律施行令の改正に伴い、令

和３年 10 月１日より同法 14 条 3 項に基づき、地方公共団体が対象規模を引き下げ

た 500 ㎡未満の建築物（条例対象小規模特別特定建築物）について、その規模に見合

った「建築物移動等円滑化基準」が追加される予定である。 

    これに伴い、必要な規定の整備を図るため、「世田谷区高齢者、障害者等が安全で

安心して利用しやすい建築物に関する条例」（以下「バリアフリー建築条例」という）

の一部を改正する条例を第２回区議会定例会に提出する。 

 

２ 改正内容（別紙１：世田谷区バリアフリー建築条例改正の概要について 参照） 

（１）現行条例で 500 ㎡未満に規模を引き下げている建築物の用途のうち、中規模建

築物においては、施行令で新設された基準を追加する。 

（２）現行の条例第 5条第 3項で規定されている「中規模共同住宅」の施行令適用基

準範囲を削除し、施行令全ての「建築物移動等円滑化基準」が適用されるよう

改正する。 

 

３ 施行予定日 

令和３年１０月１日 

 

４ 条例改正新旧対照表 

別紙２のとおり 

 

５ 添付資料 

   （別紙１）世田谷区バリアフリー建築条例改正の概要について 

（別紙２）世田谷区バリアフリー建築条例新旧対照 
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世田谷区バリアフリー建築条例改正の概要について 

 

 

 高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律（以下「法」という）に基づく、

地方公共団体の 2,000 ㎡未満の規制の対象規模の引き下げの条例化の内、500 ㎡未満に引き

下げた場合において、その規模に見合った基準となるよう法施行令が施行される予定である。

（令和３年 10 月１日施行） 

また、国から条例策定の留意点として、以下の二点の考え方が示された。 

1.地方公共団体が 500 ㎡未満に対象規模を引き下げ、条例化する場合は、新たに法施行

令で定めた建築物移動等円滑化基準を反映した内容とする。 

2.地方公共団体が 500 ㎡以上、2,000 ㎡未満の建築物の規模の引き下げの条例化に対し

ても、法で定める建築物移動等円滑化基準がすべて反映された内容とする。 

これらの法施行令等の改正に伴いバリアフリー建築条例を改正するものである。 

 

 

1．改正の概要 

（１）対象 

① 中規模建築物※：200 ㎡以上 500 ㎡未満の特別特定建築物 

（物販店舗、飲食店、サービス店舗等）※法では「条例小規模特別特定建築物」という 

② 中規模共同住宅：1,000 ㎡以上 2,000 ㎡未満の共同住宅 
 

（２）改正内容 

① 現行条例で 500 ㎡未満に規模を引き下げている建築物の用途のうち、中規模建築物
においては、施行令で新設された基準（Ｐ２：①参照）を追加する。 

② 現行の条例第 5条第 3項で規定されている「中規模共同住宅」の施行令適用基準範
囲を削除し、施行令全ての「建築物移動等円滑化基準」（Ｐ３：②参照）が適用さ

れるよう改正する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 別紙１  
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①  中規模建築物（200 ㎡以上 500 ㎡未満）に新たに追加される基準 
 

 

【エレベーター及びエレベーターに付随する基準に関する基準】 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
【移動等円滑化経路に関する基準】 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

  

EV 

v 

【廊下（令第25条第1項）】 
通路幅 90㎝以上 

 

 
【屋内傾斜路（令第25条第1項）】 
勾配 1/12 以下 
幅 90㎝以上 

EV 

    移動等円滑化経路 

P
 

【増築等の適用範囲 
（令第 25 条第 2 項）】 
道路に面する１階店舗
（路面店）の場合のみ適
用される 

【適用除外】 
地上階とその直上階又は直下階は移動等
円滑化経路から除かれ EV の設置が免除
となる 

直上階 

地上階 地上階 

直下階 

【EV（令第 25 条第 1項）】 
奥行 135㎝以上 
出入口幅 80㎝以上 
視覚障害者対応(点字・音声) 

【乗降ロビー（令第25条第1項）】 
150㎝角以上 

【標識（令第 19条）】 
EV付近に設置 

（凡例） 



3 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

② 中規模共同住宅(1,000 ㎡以上 2,000 ㎡未満)に追加される基準 

 

 

 

 

 

 

【改正後】下線部分（令第 14 条、17 条、20 条）追加 
令第 11 条 廊下等 
令第 12 条 階段 
令第 13 条 階段に代わり、 

又はこれに併設する傾斜路 
令第 14条 便所（共用部分に設ける場合） 
令第 16 条 敷地内の通路 
令第 17条 駐車場（駐車場を設ける場合） 
令第 18 条 移動等円滑化経路 
令第 19 条 標識 
令第 20条 案内設備（案内板又は管理人室） 
令第 21 条 案内設備までの経路 
令第 22 条 増築等に関する適用範囲 
令第 23 条 公立小学校等に関する読替え 
令第 24 条 条例で定める特定建築物に関する読替え 

【改正前】 
令第 11 条 廊下等 
令第 12 条 階段 
令第 13 条 階段に代わり、 

又はこれに併設する傾斜路 
 
令第 16 条 敷地内の通路 
 
令第 18 条 移動等円滑化経路 
令第 19 条 標識 
 
令第 21 条 案内設備までの経路 
令第 22 条 増築等に関する適用範囲 
令第 23 条 公立小学校等に関する読替え 
令第24条 条例で定める特定建築物に関する

読替え 

令第 14条 便所（共用部分に設ける場合） 

令第 17条 駐車場（駐車場を設ける場合） 

令第 20条 案内設備（案内板又は管理人室） 

無 

無 

無 
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世田谷区高齢者、障害者等が安全で安心して利用しやすい建築物に関する条例の一部を改正する条例新旧対照表（案） 

 

改正後 改正前 

○世田谷区高齢者、障害者等が安全で安心して利用しやすい建築

物に関する条例 

○世田谷区高齢者、障害者等が安全で安心して利用しやすい建築

物に関する条例 

平成19年３月14日条例第28号 平成19年３月14日条例第28号

（建築物移動等円滑化基準） （建築物移動等円滑化基準） 

第５条 特別特定建築物のうち床面積の合計が2,000平方メートル未

満の特別特定建築物を建築しようとする者は、当該特別特定建築物

を令第11条から第24条までに規定する建築物移動等円滑化基準に適

合させなければならない。 

第５条 特別特定建築物のうち床面積の合計が2,000平方メートル未

満の特別特定建築物を建築しようとする者は、当該特別特定建築物

を令第11条から第24条までに規定する建築物移動等円滑化基準に適

合させなければならない。 

２ 前項の規定にかかわらず、特別特定建築物のうち別表第２の左欄

に掲げる特別特定建築物の建築の規模が、それぞれ同表の右欄に掲

げる床面積の合計の特別特定建築物（以下「中規模建築物」という。）

を建築しようとする者は、当該中規模建築物を令第19条及び第25条

に規定する建築物移動等円滑化基準に適合させなければならない。 

   

 

２ 前項の規定にかかわらず、特別特定建築物のうち別表第２の左欄

に掲げる特別特定建築物の建築の規模が、それぞれ同表の右欄に掲

げる床面積の合計の特別特定建築物（以下「中規模建築物」という。）

を建築しようとする者は、当該中規模建築物を令第11条から第13条

まで、第14条第１項第１号、同条第２項、第16条、第18条第１項、同

条第２項第１号（階から階に至る階段を除く。）、第２号、第６号及

び第７号、同条第３項、第19条（便所に係る規定に限る。次項におい

て同じ。）、第21条（令第20条第２項の規定による設備又は同条第３

項の規定による案内所を設ける場合に限る。）、第22条並びに第24条

に規定する建築物移動等円滑化基準に適合させなければならない。 

３ 削除 ３ 第１項の規定にかかわらず、特別特定建築物のうち床面積の合計

が1,000平方メートル以上2,000平方メートル未満の共同住宅（以下

「中規模共同住宅」という。）を建築しようとする者は、当該中規模

共同住宅を令第11条から第13条まで、第16条、第18条、第19条、第22

条及び第24条に規定する建築物移動等円滑化基準に適合させなけれ

ばならない。 

３ 前２項の規定は、当該建築をした特別特定建築物の維持保全をす４ 前３項の規定は、当該建築をした特別特定建築物の維持保全をす

別紙２ 
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改正後 改正前 

る者についても、同様とする。 る者についても、同様とする。 

第６条 法第14条第３項の規定により条例で定める建築物移動等円滑

化基準に付加する事項は、次の各号に掲げる建築物の区分に応じ、

それぞれ当該各号に掲げるものとする。 

第６条 法第14条第３項の規定により建築物移動等円滑化基準に付加

する事項は、次条から第16条までに定めるものとする。 

（１）中規模建築物 次のア及びイに定めるもの並びに次条から第15

条まで（第13条第１項第５号ア及びイ(ｱ)を除く。）及び第16条に定

めるもの 

  ア 令第11条から第13条まで、第14条第１項第１号及び第２項、

第16条、第21条（令第20条第２項の規定による案内設備又は同条

第３項の規定による案内所を設ける場合に限る。）、第22条並びに

第24条に規定する基準によるもの 

  イ 令第18条第１項第２号及び第３号に掲げる場合における移動

等円滑化経路にあっては、同条第２項第１号（階から階に至る階

段を除く。）、第２号、第６号及び第７号（同号イ中「百二十セン

チメートル」とあるのは「九十センチメートル」と、同号ニ⑴中

「段に代わるものにあっては百二十センチメートル以上、段に併

設するものにあっては九十センチメートル」とあるのは「九十セ

ンチメートル」と読み替えるものとする。）並びに同条第３項に規

定する基準によるもの 

（新設） 

（２）中規模建築物以外の特別特定建築物 次条から第16条までに定

めるもの 

（新設） 

 

 （廊下等） 

第７条 

 現行のとおり 

（廊下等） 

第７条  

 略 

（階段） （階段） 

第８条 不特定かつ多数の者が利用し、又は主として高齢者、障害者

等が利用する階段のうち１以上は、次に掲げるものでなければなら

ない。 

第８条 不特定かつ多数の者が利用し、又は主として高齢者、障害者

等が利用する階段のうち１以上は、次に掲げるものでなければなら

ない。 
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改正後 改正前 

(１) 踊場に手すりを設けること。 (１) 踊場に手すりを設けること。 

(２) けあげの寸法は18センチメートル以下、踏面の寸法は26セン

チメートル以上とし、それぞれ一定とすること。 

(２) けあげの寸法は18センチメートル以下、踏面の寸法は26セン

チメートル以上とし、それぞれ一定とすること。 

(３) 階段の幅（当該階段の幅の算定に当たっては、手すりの幅は

10センチメートルを限度としてないものとみなす。）は、120セン

チメートル以上とすること。 

(３) 階段の幅（当該階段の幅の算定に当たっては、手すりの幅は

10センチメートルを限度としてないものとみなす。）は、120セン

チメートル以上とすること。 

２ 前項の規定にかかわらず、中規模建築物及び特別特定建築物のう

ち床面積の合計が1,000平方メートル以上2,000平方メートル未満の

共同住宅（以下「中規模共同住宅」という。）における階段について

は、次に掲げるものでなければならない。 

２ 前項の規定にかかわらず、中規模建築物及び中規模共同住宅にお

ける階段については、次に掲げるものでなければならない。 

(１) 踊場に手すりを設けること。 (１) 踊場に手すりを設けること。 

(２) けあげ及び踏面の寸法は、それぞれ一定とすること。 (２) けあげ及び踏面の寸法は、それぞれ一定とすること。 

３ 前２項の規定は、令第18条第２項第５号に規定する基準を満たす

エレベーター及びその乗降ロビーを併設する場合には、適用しない。

ただし、主として高齢者、障害者等が利用する階段については、この

限りでない。 

３ 前２項の規定は、令第18条第２項第５号に規定する基準を満たす

エレベーター及びその乗降ロビーを併設する場合には、適用しない。

ただし、主として高齢者、障害者等が利用する階段については、この

限りでない。 

第９条～12条 

現行の通り 

第９条～12条 

略 

（移動等円滑化経路等） （移動等円滑化経路等） 

第13条 移動等円滑化経路は、次に掲げるものでなければならない。 第13条 移動等円滑化経路は、次に掲げるものでなければならない。 

（１）～（４） 

現行の通り 

（１）～（４） 

 略 

(５) 当該移動等円滑化経路を構成する敷地内の通路は、次に掲げる

ものであること。 

(５) 当該移動等円滑化経路を構成する敷地内の通路は、次に掲げる

ものであること。 

ア 幅は、140センチメートル以上とすること。 ア 幅は、140センチメートル以上とすること。 

イ 傾斜路は、次に掲げるものであること。 イ 傾斜路は、次に掲げるものであること。 

(ア) 幅は、段に代わるものにあっては140センチメートル以上とす

ること。 

(ア) 幅は、段に代わるものにあっては140センチメートル以上（中

規模建築物については、135センチメートル以上）とすること。 
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改正後 改正前 

（イ）～５ 

現行の通り 

（イ）～５ 

 略 

第14条～16条 

現行の通り 

（制限の緩和） 

第17条 第３条から第15条まで（第５条については、特別特定建築物

のうち床面積の合計が５００平方メートル未満のもの（中規模建築

物を除く。）に限る。）の規定は、法令その他別に定めがあるものの

ほか、区長がこれらの規定によることなく高齢者、障害者等若しく

は多数の者が建築物特定施設を円滑に利用することができると認め

る場合又は建築物若しくはその敷地の形態上やむを得ないと認める

場合は、適用しないことができる。 

第14条～16条 

 略 

（制限の緩和） 

第17条 第３条から第15条までの規定は、法令その他別に定めがある

もののほか、区長がこれらの規定によることなく高齢者、障害者等

若しくは多数の者が建築物特定施設を円滑に利用することができる

と認める場合又は建築物若しくはその敷地の形態上やむを得ないと

認める場合は、適用しないことができる。 

 

附 則 附 則 

１ この条例は、平成19年４月１日から施行する。 １ この条例は、平成19年４月１日から施行する。 

２ この条例の施行前に世田谷区ユニバーサルデザイン推進条例（平

成19年３月世田谷区条例第27号）附則第２項の規定による廃止前の

世田谷区福祉のいえ・まち推進条例（平成７年11月世田谷区条例第

68号）の規定によりした処分、手続その他の行為は、この条例の相当

する規定によりした処分、手続その他の行為とみなす。 

２ この条例の施行前に世田谷区ユニバーサルデザイン推進条例（平

成19年３月世田谷区条例第27号）附則第２項の規定による廃止前の

世田谷区福祉のいえ・まち推進条例（平成７年11月世田谷区条例第

68号）の規定によりした処分、手続その他の行為は、この条例の相当

する規定によりした処分、手続その他の行為とみなす。 

３ この条例の施行の際、現に建築又は修繕若しくは模様替の工事中

の特別特定建築物については、第４条から第15条までの規定は適用

せず、なお従前の例による。 

３ この条例の施行の際、現に建築又は修繕若しくは模様替の工事中

の特別特定建築物については、第４条から第15条までの規定は適用

せず、なお従前の例による。 

４ この条例の施行の際、現に存する特別特定建築物で、令附則第４

条に規定する政令で指定する類似の用途相互間における用途の変更

をするものについては、この条例の規定は適用せず、なお従前の例

による。 

４ この条例の施行の際、現に存する特別特定建築物で、令附則第４

条に規定する政令で指定する類似の用途相互間における用途の変更

をするものについては、この条例の規定は適用せず、なお従前の例

による。 

附 則（平成19年10月１日条例第49号） 附 則（平成19年10月１日条例第49号） 

この条例は、公布の日から施行する。 この条例は、公布の日から施行する。 
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改正後 改正前 

附 則（令和元年12月９日条例第67号） 附 則（令和元年12月９日条例第67号） 

１ この条例は、公布の日（以下「施行日」という。）から施行する。１ この条例は、公布の日（以下「施行日」という。）から施行する。

２ この条例による改正後の第15条の規定は、施行日以後に着手する

増築又は改築（以下「増築等」という。）について適用し、施行日前

に着手した増築等については、なお従前の例による。 

２ この条例による改正後の第15条の規定は、施行日以後に着手する

増築又は改築（以下「増築等」という。）について適用し、施行日前

に着手した増築等については、なお従前の例による。 

３ この条例の施行の際、現に存する特別特定建築物（世田谷区高齢

者、障害者等が安全で安心して利用しやすい建築物に関する条例第

４条第１項に規定する特別特定建築物をいう。）で、高齢者、障害者

等の移動等の円滑化の促進に関する法律施行令（平成18年政令第379

号）附則第４条第５号に掲げる類似の用途相互間における用途の変

更をするものについては、この条例による改正後の第15条の規定は

適用しない。 

   附 則（令和３年３月９日条例第19号） 

 この条例は、令和３年４月１日から施行する。 

   附 則（令和３年 月 日条例第 号） 

１ この条例は、令和３年10月１日（以下「施行日」という。）から施

行する。 

３ この条例の施行の際、現に存する特別特定建築物（世田谷区高齢

者、障害者等が安全で安心して利用しやすい建築物に関する条例第

４条第１項に規定する特別特定建築物をいう。）で、高齢者、障害者

等の移動等の円滑化の促進に関する法律施行令（平成18年政令第379

号）附則第４条第５号に掲げる類似の用途相互間における用途の変

更をするものについては、この条例による改正後の第15条の規定は

適用しない。 

   附 則（令和３年３月９日条例第19号） 

 この条例は、令和３年４月１日から施行する。 

 

２ この条例による改正後の第５条、第６条、第13条及び第17条の規

定は、施行日以後に着手する建築（用途の変更をして特別特定建築

物（世田谷区高齢者、障害者等が安全で安心して利用しやすい建築

物に関する条例第４条第１項に規定する特別特定建築物をいう。以

下同じ。）にすることを含む。以下この項において同じ。）について

適用し、施行日前に着手した建築については、なお従前の例による。

 

３ この条例の施行の際、現に存する特別特定建築物で、高齢者、障

害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律施行令（平成18年政令

第379号）附則第４条第４号に掲げる類似の用途相互間における用

途の変更をするものについては、この条例による改正後の第５条、

第６条、第13条及び第17条の規定は適用しない。 

 

 


